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Abstract

Volcanic phenomena exhibit a very diverse range of magnitudes, durations, and characteristics of the volcanic 
activities. We evaluated major factors of volcanic disasters with probabilistic data in Japan from historic records 
of the volcanic disasters. Also, we picked up Nasu volcano as one of active volcanoes in Japan, and performed 
volcanic risk assessments of hazards, vulnerabilities and the loss due to the volcanic hazards after compiling the 
resources with an assist from Geographic Information System (GIS). After referring those data, we conclude 
volcanic risk analyses and assessments with GIS data are important for developing a strong countermeasure strategy 
against future volcanic disasters. Therefore, Japanese mitigation system to volcanic disasters has urgently expected 
to be more effective dynamic countermeasures of more robust framework by probabilistic risk assessments for 
future volcanic disasters.
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1. はじめに 
火山防災のあり方について，これまでの確定論

（決定論）による噴火活動の予測や災害想定ではな

く，噴火イベントツリー （噴火事象系統樹）や噴火

シナリオを活用した確率論による噴火活動の予測や

防災対応の重要性が，諸外国の噴火事例などで確認

されている（Aspinall et al., 2003；Felpet et al., 2007；
Neri et al., 2008；Marzocchi et al., 2012）．災害や事

故などへの確率論的予測に基づく対応は，多くの分

野で近年積極的に導入がすすめられて，その有効性

が評価されている（Blong, 2000；Aspinall et al., 2003
ほか）．また，火山防災において，活火山地域での

火山災害のリスク評価を GIS（地理情報システム）を

活用して行うことの有効性の指摘も多い（IAVCEI, 

1999；Bartolini et al., 2013；Loughlin et al., 2015 など）．

活火山地域での災害リスク評価の結果をふまえて，

確率論に基づく火山防災体制の構築が今後は求め

られている（Ewert et al., 2006；Toyos et al., 2007；
Bartolini et al., 2013 など）．

したがって，日本における噴火活動予測や火山防

災体制は，減災効果が高く効率的な新たな火山防

災体制を構築することが期待されている（気象庁，

2013；内閣府，2018）． 
そこで，本論では活火山での噴火規模と頻度，災

害事例の履歴などの基礎資料を整理して，わが国に

おける火山災害の加害要因（噴火現象：火山活動に

おける災害となる噴火事象）の分析を行った．また，

火山災害リスク評価を，那須岳地域を対象に GIS を
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活用して実施した．その評価結果を那須岳火山の噴

火イベントツリー・シナリオも活用して，那須岳地

域の防災対応のあり方を検証した．

これらの検討事例の結果から，わが国における活

火山地域での新たな火山防災のあり方を検討した．

2. 活火山噴火と火山災害

2.1   わが国での噴火活動と火山災害の履歴

火山災害における加害要因（火山活動で災害要因

となる事象：加害事象）分析のためには，対象火山

の活動様式，噴火の規模と頻度，災害事例などの履

歴の記録解析が必須となる．そこで，歴史時代の文

書（過去約 2000 年間）に記録されている噴火活動と

火山災害について集計し，噴火活動と火山災害の

データを解析して，わが国で発生した噴火災害の加

害事象の傾向や特徴について整理することにした．

2.2   わが国での噴火の活動規模と頻度

これまで公表されているわが国での火山の噴火活

動の規模と発生数の約 2000 年間の記録（震災予防調

査会，1918；村山，1979，1980；気象庁，2013 な

ど）を，これまでの報告（Nakamura et al., 2008；中

田，2015 など）も参照して，噴火活動の規模と頻度

を見積もることにした．さらに，世界での活火山の

噴火活動の履歴を GVP （Global Volcanism Program；

Siebert et al., 2010）などの公表資料も比較参照した．

なお，噴火活動の規模は火山爆発指数（VEI (Volcanic 
Explosivity Index)；Newhall and Self, 1982）によった．

世界での過去 1 万年間の噴火活動の総数は 7,742
回で，噴火規模で VEI 5，4，3，2 の割合は，それ

ぞれ 2.2%，5.3%，14%，49% と GVP により見積も

られている（Siebert et al., 2010）．一方，今回の集計

では，わが国での噴火活動は総数 1,135 回（このう

ち噴火規模不明が 137 回を含む）であった．噴火規

模（VEI 5，4，3，2）の割合は，それぞれ 1.0%，4.1%，

11%，55% と見積もられた．今回の集計した文書の

噴火履歴を過去約 2000 年間の記録とみなすと，わ

が国の噴火発生頻度は，VEI 5 ～ 4 では 80 ～ 15 年

に 1 回，VEI 3 ～ 2 では 15 ～ 10 年に 1 回と見積も

られた．噴火規模が小さい VEI 2 ～ 1 の噴火数は，

最近 500 年間で多いが，それ以前ではこの規模の噴

火記録数は著しく少ない．このため，過去約 2000
年間としてのすべての噴火規模別の発生頻度を精度

良く見積もることは難しい．しかし，噴火記録の生

存率を考慮することで，規格化したデータに基づく

と噴火規模別頻度分布にはべき乗則が認められるこ

とが指摘されているので（中田，2015），噴火規模別

の発生頻度のより精度の高い見積もりを，今後こう

した手法によりすすめることも可能となる．

2.3   わが国における火山災害の履歴

わが国における火山災害の公表記録を参照し，過

去約 2000 年間の加害要因別の犠牲者数（死者・行方

不明者と重軽傷者の総数）の集計結果を表 1 に，地

域別集計結果を図 1 に示した．なお，火山災害は複

数の要因が係わった事例も多いが，記録文書を参照

して主たる要因で集計した（1 噴火からの複数要因

での集計は今後の課題とした）．この集計で火山災

害の加害要因として扱ったのは，降下火砕物，溶岩

流，火砕流，泥流等（土石流・洪水を含む），岩屑な

だれ，火山性津波の 6 項目である．火山性津波は発

生頻度が著しく低いが発生すると犠牲者数が多い傾

向があるので，より詳細に火山災害の加害要因を解

析するために，火山性津波を除いた結果も集計した

（図 1a）．
これらの集計結果から，わが国での火山災害の加

害要因として犠牲者総数が多いのは，火山性津波，

泥流等，降下火砕物，岩屑なだれ，火砕流の順となっ

ている（表 1）．そのうち，火砕流は犠牲者総数でみ

ると少ないが，1噴火当たりの犠牲者数は多い．なお，

荒牧（1996）によれば，わが国における過去 400 年間

の噴火による死者数に関しては，1 噴火当たりでみ

ると火砕流の平均犠牲者数は土石流・泥流と岩屑流

（岩屑なだれ）との合計犠牲者数とほぼ同じ程度に集

計された．荒牧（1996）は，近年まで火砕流という現

象の認識が一般に広まっていなかったために，この

集計値は過小評価されている可能性があると指摘し

ている．したがって，今回の集計の火砕流の犠牲者

総数の順位も，今後の精査で修正される可能性はあ

るが，本論ではこのまま先に示した順位で扱う．噴

火規模（VEI）と犠牲者数の関係をみると，降下火砕

物，泥流等，火砕流での犠牲者数は，VEI が大きい

ほど増加の傾向がある．一方で，火山性津波や岩屑

なだれは噴火の規模（VEI）と犠牲者数とには明瞭な

関係は認められずに，1 噴火当たりの犠牲者数が多

い傾向がある．
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表 1 わが国の火山災害の要因別の被害者数（過去約 2000 年間の記録）

 文書記録から過去約 2000 年間を集計した．

Table 1 Numbers of victims from volcanic hazards recorded in historic time in Japan.
 Data are from historic documents for approx. 2,000 years.

図 1 わが国の過去約 2000 年間での火山災害要因別の

被害者数

 a  要因別の被害者数（火山性津波を除く）

 b  地域別の犠牲者数

 c  地域別の犠牲者数（火山性津波を除く）

Fig. 1 Numbers of victims due to volcanic hazards during 
the past historic period.

 a  Victims due to main volcanic hazards 
     (numbers except for Tsunami)
 b  Victims in 5 different locations in Japan 
 c  Victims in 5 different locations in Japan 
     (numbers except for Tsunami)

a

c

b
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2.4   世界とわが国における火山災害の比較

世界での火山活動の加害要因と犠牲者数の関係に

ついては，これまでいくつかの集計結果が報告され

ている（Tilling, 1989; Siebert et al., 2010 など）．1900
年以降でみると，火山活動で犠牲者を多く出す加害

要因としては火砕流が最も多く，次いで土石流（岩

屑なだれを含む）で，両者で全体の約 85% となって

いる（Tilling, 1989）．火山性津波と岩屑なだれの発

生頻度はかなり少ないが，発生した際は犠牲者が多

数となる傾向がみられることも指摘している．

火山災害の加害要因をわが国と世界諸外国とで比

較すると，わが国では泥流（土石流などを含む）によ

る犠牲者（噴火活動後での二次被害を含む）が総数で

も多く，1 件当たりの犠牲者数も多い．また，降下

火砕物の被害は総犠牲者数で泥流に次いで多くなっ

ているが，1 噴火当たりの犠牲者数はかなり少ない．

これらのことは，噴火活動が安山質マグマのために

爆発性であることが多く，火山砕屑物量が噴出物と

して多く，成層火山をもつ火山地形も出現しやすい．

また，降雨量と降雪量が多い気象条件もある．さら

に，活火山近傍での人間活動が活発であることも影

響している．これらが，先のような火山災害の加害

要因の傾向に係わっていると推測される．

自然環境や社会環境がわが国と同様な諸外国や地

域での火山災害の傾向は，その加害要因が共通であ

る可能性が高い（Punongbayan, 1996 など）．火山災

害の加害要因についてさらに精度よい分析をするた

めには，活火山地域の自然環境，社会環境，歴史的

背景なども考慮し，それぞれの噴火事例についてよ

り詳細な比較・検証が必要となる． 
2.5   わが国の活火山地域ごとにみた火山災害

わが国の活火山の分布から，地域による火山災害

の履歴について，北海道，東北，関東・中部，伊豆・

小笠原諸島，九州・沖縄の 5 地域で区分して，加害

要因の傾向・特徴・差異について比較した．なお，

火山性津波については発生頻度と犠牲者数の関係を

考慮して，含めない場合での集計も行った．これら

の地域別の被害状況の集計結果は図 1b と図 1c に示

した．

北海道地域の噴火の噴火規模（VEI）は小さいが，

災害履歴は泥流や火砕流での犠牲者数がやや多い．

東北地方での噴火履歴では噴火数が少なくて VEI も
小さめで，災害履歴も少ない．しかし，津波と岩屑

なだれでは発生頻度が少ないが多くの犠牲者を出し

た実績がある．関東・中部地方では噴火数はやや多

く VEI 2 ～ 1 程度だが，土石流・泥流などの犠牲者

数が多めである．伊豆・小笠原諸島地方では噴火数

が多めで VEI がやや大きめで，災害履歴では降下火

砕物による犠牲者がやや多い．九州・沖縄地域では

噴火数が最も多くて，VEI も大きめの噴火があり，

他地域に比べて降下火砕物による犠牲者数が多い．

なお，この地域には雲仙眉山 1792 年の山体崩壊と

津波により多数の犠牲者が出た履歴がある．火山性

津波と岩屑なだれとは多数の犠牲者を出すために，

発生があるとその地域の総犠牲者数を押し上げる結

果となっている． 
噴火災害の事例数は過去約 2000 年間で充分では

ないが，これらの傾向は時代とその地域の生活環境

とが火山災害の犠牲者数と係わったと推測される．

例えば，関東・中部地域での犠牲者総数が他の地域

より多いことは，この地域での 1600 年以降の人口

密集化が原因の 1 つと推定される．このような噴火

履歴と火山災害についての地域的な傾向をより精度

良く見積もることで，それぞれの火山地域のもつ火

山災害上の特性や傾向の概要が把握でき，それぞれ

の地域で防災対応の確率的な検討などをすすめるた

めの有効な基礎資料となる．

3. 災害リスクの評価

3.1   リスクの解析

災害リスクの検討が様々な分野で積極的にすすめ

られて，リスクそのもの検討やリスク評価手法につ

いて研究成果が活発に発表されている．近年ではリ

スクマネジメントや危機管理についての国際標準化

指針も出されている．そこで，リスク評価について

の解析手法，さらに火山災害のリスク算出手法など

の現況について記す．

災害リスクへの対応のための解析は，1970 年代

のオイルタンカー事故を契機として，その後に金

融デリバティブへのリスク対応，さらに原子力事

故などの大規模災害での安全確保のために進展し

た（USNRC, 1983; Roy et al., 2012; Sparks et al., 2013; 
Jenkins et al., 2014 など）．現在では，事故，故障，

災害など，リスクそのものの解析やリスク評価法に

ついて，多方面の分野で研究成果が報告されてい

る（Rember, 2011; Roy et al., 2012; Sparks et al., 2013; 
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Jenkins et al., 2014 など）．

リスク（Risk）とは，目的に対する不確かさの影響

一般で，影響とは期待されていることから乖離する

ことを指す．災害一般の解析では，リスクはハザー

ド（Hazard），脆弱性（Vulnerability），失われる価値

（Value），あるいは失われる可能性の損失（Loss）や結

果（Consequence）などを抽出して，それらの項目ご

とに評価し，それらから目的とするリスクを統合的

に解析する．

近年では，減災効果を高めるためのリスク削減

やリスク管理（リスクマネジメント）をすすめること

の国際標準化が提唱されて，基本的プロセス標準

化が指針とされた（リスクマネジメントに関する国

際標準化規格 ISO31000：2009，ISO，2009）．また，

リスクマネジメント－指針の国際標準化プロセス

（ISO31000：2018，ISO，2018；日本規格協会，2019）
においてはリスクの定義，発見・特定，分析，評価，

対応などの時系列的解析，さらに，リスクへの統合

的対応のリスクマネジメント（リスク管理）も国際的

に推進されている（Woo, 1999; Cox, 2012; Loughlin et 
al., 2015; COSO-ERM ISO31000, 2017 など）．

3.2   災害のリスク評価

リスク評価では，ある一連の関連状況の始まりか

ら顛末までの全ての現象の総称がイベント（Event，
事象）である．事故，故障，災害のリスクの解析

では，イベントによるイベントツリー（Event tree，
ET）やフォールトツリー（Fault tree，FT）を作成して

評価する手法が数多く提案されている（Matsuoka and 
Kobayashi, 1988; Bistarelli et al., 2006； ISO，2018
など）．こうしたイベントツリー解析（ETA：Event 
Tree Analysis ）では，起因となる発生から望ましく

ない状況の発生までの事象を発生順に並べて，事象

それぞれの発生確率値を算出して，確率付きの事象

系統樹（イベントツリー）によってリスクを評価する

（ISO，2018 など）．また，発生事象の要因，あるい

は要素の集合をヘディング（Heading）として整理す

ることで，事象発生の分岐条件や分岐確率を算出し

た事象シーケンス（Sequence）として，発生から顛末

までの定量的確率を得て評価する手法もある．さら

に，起因事象から結果事象までのイベントの典型的

経過をシナリオとして抽出して，そのシナリオに含

まれるイベント（出現する可能性のある未出現事象

も含む）の発生確率をシナリオで評価する手法も提

案されている（Hassani，2016 など）．

リスクの評価をするための手法では，どのような

評価項目（ハザード，脆弱性，価値など）からどの

ような構成要素を抽出し，数値（あるいは，相対的

ランク値）を設定して，評価をどのような手法です

すめるかが主な論点となる．災害リスクでの多く

採用されている評価項目としての加害事象（ハザー

ド：加害要因となる事象）では，再起性・発生間隔

（Recurrence/Intervals），発生確率（Probability），規模

（Magnitude），空間的規模（Spatial Extent）などが評

価要素となる．脆弱性項目の評価要素では，対象地

域の自然環境や社会環境がもつ災害に対する暴露度

（Exposure），感応度（Sensitivity），回復度（Resilience）
である．結果，あるいは失われる可能性の価値の評

価要素ではリスク評価の目的そのものに係るため，

抽出されるべき要素はかなり多岐にわたる．

このような災害リスク評価においては，対象地域

での地域基礎情報である居住施設，観光・宿泊施設，

公共施設，防災施設，交通網などの社会インフラ情

報が，リスク値の算出や地図情報での結果提示のた

めの GIS 処理の必須資料となる．このための必要と

される地域基礎情報がデジタルデータとして充分に

整備状況されていることで，目的とするリスク評価

結果の有効性が確保される．

4. 火山活動の災害リスクの解析と評価算出

4.1   火山活動の災害リスクの解析

自然災害である火山現象による災害リスクでは， 
マグマが地表付近で活動すると様々な火山現象が災

害要因となる．噴火活動の発生頻度は火山の寿命，

あるいは活動の継続時間とも係わるために，噴火活

動の規模と様式の差（変動幅）が大きく，活動も時間

で変遷する．火山噴火での直接的な火山現象（噴火

事象）以外にも，活動に伴って発生する火山性地震，

地殻変動，空振などが加害事象となる．また，大規

模な山体崩壊や，岩屑なだれの発生が湖や海に流れ

込んで津波を発生させる．このため，多くの噴火事

象が加害要因となる．さらに対象地域での火山地形

や気象などの自然環境や地域の社会環境も災害規模

などに影響を与える．他の自然災害に比べて災害状

況の形態が多様で，想定外の被害も出現しがちであ

る．これらのため，火山災害のリスクの解析・評価

の手法は現在も進展中の研究課題である．
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米国内の活火山についての今後の防災体制構築

を目的として，米国地質調査所（USGS）が NVEWS 
（National Volcano Early Warning System）を提案して

（Ewert, J. et al., 2006），米国の全 169 活火山地域の

火山リスクの評価結果を公表した．それぞれの活

火山で，ハザード因子（Hazard Factor：火山がもつ

危険や破壊の因子）とエクスポジャー因子（Exposure 
Factor：火山に人や財産が曝される因子）について算

出し，その総和から活火山ごとの脅威評価点（Thread 
Assessment Score）を評価結果として公開した．対象

火山ごとに評価項目のリスクが数値で算出された明

快な資料で，活火山の防災体制構築のための資料と

してこの成果が活用された．

火山活動の災害リスク評価では，火山活動にとも

なうリスクのハザード要因（加害要因：活動におけ

る加害事象）の抽出が重要となる．したがって，諸

外国などでの火山リスクの評価手法で多く採用され

ているのは，リスクのハザード，リスクに対する脆

弱性，リスクの結果として生じる失われる可能性の

価値を評価項目とすることが多く，評価項目をどの

構成要素で評価すべきかの提案・議論がなされてい

る．さらに，基礎資料として地域基礎情報などを

GIS を活用し，どのような評価手法で算出するかに

ついても多くの提案がある（UN/ISDR, 2004; Felpet 
et al., 2007; Nakamura et al., 2008; Rember, 2011; 
Bartolini et al., 2013; Sobradelo and Marti, 2015 など）．

さらに，噴火活動でのイベントツリー・シナリオを

活用して，そこからハザードとなる加害事象の発生

頻度や規模の確率値をリスク評価に活用する手法な

ども提案されている（付録にはリスク評価の概要を

記した）．

4.2   火山災害リスクの評価算出

火山災害のリスク評価の算出法は，いくつか提案

されているが，本研究では下記を採用した．

リスク値（Risk value）= ハザード（Hazard） × 脆弱性 
　（Vulnerability） × 価値（Value）
この評価算出式では，ハザード，脆弱性，価値の

それぞれ評価項目で，構成要素を抽出してランク（数

値）化して評価をし，それぞれ評価項目からの集計

値（統合値）をリスク値として算出した．今回の集計

でのそれぞれの評価項目ごとに抽出した構成要素に

ついて，以下に記す．なお，評価項目の要素の具体

的なランク設定などの詳細は付録に記した．

4.2.1   ハザード項目の要素

ハザードの評価項目は，加害事象とその規模・頻

度などを構成要素とする．

噴火活動のハザード項目の評価のための要因では，

発生確率，活動の規模，空間的規模，活動の再起性

あるいは発生間隔がおもな抽出要素となる．これら

は対象火山の噴火活動と発生した火山災害の履歴，

作成された火山防災マップ，火山防災ハンドブック，

噴火イベントツリー・シナリオが基礎資料となる．

抽出された災害加害要因となる噴火事象（イベン

ト）について，その発生履歴などからの発生確率を

考慮した重み付けを設定し，ハザード評価値を算出

する．事象の発生確率値が数値として推定困難な場

合には，その災害履歴などを考慮したランク値とし

て設定し，ハザード評価として見積もる．

要素例：加害事象の規模（Magnitude：Spatial scale），
頻度（Recurrence, Frequency Time scale ）
4.2.2   脆弱性項目の要素

脆弱性の項目は，防災体制や防災関係施設などの

整備状況を要素とする．

火山災害に対する脆弱性は，加害要因である噴火

事象ごとに対象地域のもつ自然環境・社会環境，防

災体制から要素を抽出する．自然環境要素（地形や

気象），社会環境要素（人口，公的施設，住宅地，観

光宿泊施設，交通路など），防災体制要素（防災拠点・

避難施設や防災体制）となる．これらの要素を抽出

するためには，評価対象とする地域の基礎情報が必

要な要素を抽出して，それらから脆弱性の評価する．

わが国では人口密度が高くて土地利用率が高いた

め，火山のごく近傍地域まで住民活動の場があるこ

とが多い．さらに火山に立脚した観光産業でも，火

山の近傍地域を活用している．したがって，対象火

山のハザード要因によって脆弱性の評価は大きく変

化する場合あり，要素抽出と算出手法には検討すべ

き課題が多い．

要素例：ハザードマップ，地域防災計画，防災拠点

や避難施設，避難訓練（実働，図上），交通路など運

輸システム，地域社会基盤インフラ整備の状況．

4.2.3   価値項目の要素

価値の項目では，対象地域の災害での損失に基づ

いた予測価値を要素とする．

損失の価値についての評価では，火山災害で失わ

れる対象地域の社会的インフラ（避難施設，教育機
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関，集会所などの施設，公共交通網，通信インフラ）

などを評価対象となる要素として抽出する．このた

め，それぞれの施設種類や規模についての重要度の

重み付けによるカテゴリ化（分類）によって，ランク

値設定（施設の重要度の重み付け）をして価値の評

価をした．さらに，地域の利用状況（農耕地，緑地，

公園など）についても評価対象となるが，対象地域

の整備された基礎情報が資料として必須となる．

要素例：住民居住（商業地，工業地，住宅地など）状況，

非定住者（観光客，別荘住民）状況，土地の活用状況，

各種公共的社会基盤インフラ施設の状況．

4.3   デジタル地域基礎情報

火山災害のリスク評価をすすめるうえで，対象火山

地域の基礎情報をデジタル資料で収集・整理しておく

ことは，GIS を活用して作業を効率的にすすめるうえ

で有効である．しかし，わが国では，これらの地域

情報は官公庁，自治体，関係機関など多くの部署か

ら公表されていて，その多くは印刷物資料で，その

データ形式や書式も統一されていない．このため，

資料を利用可能なデジタルデータとして集取・整理

するためには，かなりの事前作業が必要とされる．

本研究で扱った那須岳地域の地域情報では，米国

で推進されている国土空間データ基盤整備（National 
Spatial Data Infrastructure. NSDI）により公開されてい

るオープンデータに準じる書式で整備して，デジタ

ルデータとした．今回はデータファイルを NSDI 書
式に採用したことで，GIS（本研究では NSDI 取り込

みが容易な ArcGIS を採用）のデータ収録が簡便にで

きた．その後の要素抽出や評価値算出が容易にすす

められて，結果としての地図情報の作図作業も GIS
処理により効率的にすすめられた．

わが国では活火山地域での火山災害のリスク評

価，あるいは他の災害のリスク評価が，これまで

ほとんど実施されていなかったのは，こうした基礎

情報の収集・整備のための作業処理の困難さが一因

であろう（中村，2009；2010）．こうした地域情報

は GIS を活用することで，様々な自然災害での迅速

な防災対応，さらには地域の防災計画，防災マップ

作成などの防災対応への資料として活用できる．米

国などで実施されているように，わが国でも，国土

情報などの地域基礎データの形式統一がなされて，

オープンデータとして公表と活用が容易にできるよ

うになることが望まれる．

5. 火山災害のリスク評価算出

5.1   火山災害のリスク評価項目と要素抽出

火山地域での災害リスクの評価手法は，どのよう

な項目について，どのような評価をして，リスクの

評価結果を数値として算出するかについて，いくつ

か提案がなされてきた（例えば，Ewert et al., 2006）．
リスクの評価結果は定量化された数値データとする

ことによって得られた結果が明快になる．リスクの

評価算出は対象とする活火山地域のリスク評価の目

的とその地域の自然環境や社会環境に対応した評価

項目を抽出・選択することになる．そのために，評

価目的に応じて評価する項目と項目の構成要素を抽

出して，項目と構成要素にランク設定（上位から下

位）して，数値として算出してリスク値を得る方法

が多く採用されている．

例えば，Nakamura et al.（2008）は，米国での活火山

地域実施された NVEWS で採用された評価手法をわ

が国の活火山地域に当てはめ，リスク値を算出した．

その結果，わが国の平均的活火山地域（例えば，那須

岳や吾妻山の火山地域）のリスク値は，NVEWS での

評価された米国における活火山トップ 15 位程度の高

リスク値が算出された．これは，わが国では活火山

の周辺近傍地域に社会インフラがかなり分布してい

ることに起因すると推測される．このことは，対象

とする火山地域の自然環境や社会環境に対応させた

評価手法を採用する必要があることを示唆している．

火山災害リスクの評価は，それぞれの手法は評価

目的や対象とする活火山や周辺地域の自然環境や社

会環境の特質に応じて，評価項目と構成要素の区分

幅や重み付けによってランク化することで，評価結

果が明瞭になるような手法が様々提案されている．

評価項目（例えば，ハザード，脆弱性，価値）とその

要素を充分検証して抽出し，適切なランク値を構成

要素に設定するなどの吟味が必要となる．これらの

ため，火山災害の汎用版として確立されている評価

手法は現在存在しない．火山災害リスクの評価を実

施するには，対象とする地域での評価対象と評価目

的とをよく把握して，そのためのリスク値算出法を

予め検討したうえで採用することが重要となる．

5.2   火山災害のリスク評価結果 – 那須岳地域での事例 –
これらを考慮して，火山災害リスクの評価を那須

岳地域で実施した．その結果を，ハザード（加害要

因としての噴出物），および住民居住地，公共施設，
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観光・宿泊施設，防災関係施設の脆弱性と価値につ

いて以下に記す．

5.2.1   火山災害のリスク評価の算出結果

火山災害のリスク値は，評価項目としてハザード，

脆弱性，価値により算出する手法を採用した．評価

項目のそれぞれで抽出された構成要素をランク化し

て数値評価をし，合計として得られた結果をリスク

値とした．なお，今回のリスクの評価値算出におい

て，地域基礎情報の脆弱性と損出価値の評価すべき

要素のデータが十分に入手できなかったため，脆弱

性と価値とをあわせた評価値として算出した．那須

岳周辺地域での火山災害のリスク評価の算出結果の

表 2 那須岳周辺地域の火山災害リスク評価の結果

 a  各公共施設の分布（火口からの距離）からのリスク評価の結果

 b  火山災害要因の想定分布域内に分布する公共施設のリスク評価の結果

Table 2 Results of volcanic risk assessments in the Nasu volcanic area.
 a  Assessments by distances from the Nasu volcanic crater.  
 b  Assessments by each hazardous phenomenon.

Total Risk Value (j):
   j = RV2* (a*RV1a+b*RV1b+c*RV1c+d*RV1d+e*RV1e+f*RV1f)
   eg.  3504 = 4*(0*3+4*3+3*1+2*2+3*3+402*2+*14*3)

Total Risk Value (j): 
   j＝ RV2* (a*RV1a+b*RV1b+c*RV1c+d*RV1d+e*RV1e+f*RV1f+g*RV1g+h*RV1h)
   eg.  313 = 1*(11*3+17*3+0*3+0*2+13*2+11*3+25*2+40*3)

a

b
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うちで，各公共施設の分布から得られリスクの評価

結果を表 2 に示した．評価結果とその検証の概要に

ついて記す．なお，これらの評価値の算出法と項目

要素のランク設定の詳細は付録に記載した． 
5.2.2   ハザード（加害要因としての噴出物）の評価結果

噴火活動として，水蒸気噴火，小規模なマグマ水

蒸気噴火（VEI 1 ～ 2），マグマ噴火（VEI 3 ～ 4）を想

定噴火として，公表された火山防災マップに基づい

て加害事象を抽出した．それぞれの加害要素に対す

る地域の災害リスクを設定したランク値から算出し

た．那須岳火山の水蒸気噴火の加害要因としては噴

石と降下火山灰で，その想定分布域は火口から数

km 以内である．この地域には避難施設，宿泊施設，

各種施設などはほとんど分布していない（登山避難

小屋とロープウェイ山麓駅のみ）．マグマ噴火の際

の加害要因は噴石と降下火砕物，噴出溶岩，火砕流，

泥流である．那須岳地域での卓越風による東方の降

灰卓越地域に各施設の分布は少ない．また，噴出溶

岩によるドーム形成は火口ごく近傍で，登山客向け

の避難小屋のみが分布している．一方，火砕流と泥

流は火口から約 10 km 付近，一部は約 20 km 付近の

市外地域まで，水系分布に依存して到達する．

したがって，那須岳地域の火山災害でのハザード

のリスクは，マグマ噴火での火砕流と泥流によるも

ので，火口から約 10 km 付近で観光宿泊施設の密集

分布地域が特に高リスク値となっている．

5.2.3   住民居住地，公共施設，および観光・宿泊施

設の評価結果

那須火山周辺地域における公共機関（市町村役場，

省庁，教育機関，医療関係，消防関係，警察関係，

郵便局）について評価した．火山災害リスクに対す

る施設の属性，火口からの距離，および分布数から

リスク値を評価した．那須火山周辺地域を訪れる観

光客数は約 500 万人／年（観光入込客数）で，5 月と

8 月がハイシーズンである．一方で，那須岳登山者

数が多いのは 10 月で 400 ～ 1,000 人／日，次いで 8
月となっている．宿泊施設は，全体の 42% が火口

から 5 ～ 10 km 地域に分布し，10 ～ 20 km 地域が

28%，次いで 20 ～ 30 km 範囲に 29% が分布してい

る（図 2）．那須町では宿泊施設の 82% が火口から 5
～ 10 km の範囲に分布する．これは温泉湧出地がこ

の付近の河川沿いに多く分布することに起因する．

また，この地域に公共施設などが多く分布し，結果

として火口から 5 ～ 10 km 付近の河川沿いに幹線道

路などの交通網が密集して分布する．

したがって，那須岳の噴火活動が発生した際の火

山災害での脆弱性と価値のリスクは，山麓地域に密

集した宿泊施設付近で高リスクとなっている．この

ため，ここに滞在する多数の非定住民をどのように

効率的な避難をさせるのかが課題となる．

図 2 那須岳周辺地域での宿泊施設の規模と分布

 同心円は火口からの距離 10 km，20 km，30 km を

示す．地形図には国土地理院の標高データを使用

Fig. 2 Locations of tourist accommodations in the Nasu 
volcanic area.

 The distances are 10 km, 20 km, and 30 km from the 
Nasu crater. The topographic map is based on DEM 
data by Geospatial Information Authority of Japan.

5.2.4   防災関係施設の評価結果

那須岳周辺地域で自治体から指定されている防災

関係施設としての避難所は，集会所が全体の 50%
と最も多く，次いで学校が 27% である．これらは，

小規模な水蒸気噴火では火口から 10 ～ 20 km まで

の地域の避難所，中規模のマグマ噴火では火口から

20 ～ 30 km までの避難所に指定されている．この

ような噴火規模に応じた避難所の指定には，噴火活

動でのハザードによるリスクを考慮することが適切

である．しかし，これら避難施設の収容規模は地域

住民までが限度となっている．その他の防災関係施

設の分布も他の公共施設の分布状況とほぼ同じで，

かなり密集した分布となっている．
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したがって，那須岳地域の火山災害での防災関係

施設の状況から脆弱性のリスクをみると，避難施設

は地域住民向けに指定されていて，多数の非定住民

を収容するための施設にはなってはいない．こうし

た大規模な観光地で噴火活動が発生した際，多数の

非定住民への効果的な避難の指示はわが国全体とし

て火山防災上の課題でもあり，減災効果のあるソフ

ト的な防災対応のあり方の検討が必要とされてい

る．

6. 活火山地域の火山災害リスクの評価結果を活かし

た防災体制

6.1   噴火活動の噴火イベントツリー・シナリオの活用

わが国の活火山地域での噴火活動イベントツリー

やシナリオの作成については，近年それぞれの地域

の火山防災委員会などにおいて検討されて公表され

つつある．しかし，噴火事象の発生確率値や事象分

岐の確率値の見積もりまで提示した噴火イベントツ

リーの検討・公表はまだ多くはない（中田，2016；
藤田，2018；及川，2018 など）．噴火活動の発生か

ら活動の推移に伴い発生する事象を発生順（分岐型

発生事象も含め）に統合化し， 事象それぞれの確率

値を算出して示した事象確率による系統樹（確率ツ

リー構造）として表示させたものが噴火イベントツ

リーとなる（Sobradelo, R. et al., 2013）．活火山地域

でこうして作成されたイベントツリーを参照するこ

とで，噴火経過で発生が予測される加害事象が網羅

的に系統樹で示されている．したがって，加害事象

ごとに必要とされる防災対応を予め検討しておくこ

とが可能となり，想定外の災害事象をなくすことも

できて，より迅速な防災対応が可能となる．発生確

率頻度の高い事象を抽出した活動推移をダイアグラ

ム形式の噴火シナリオとして作成し，自治体や関係

防災機関がより効率的な防災対応の検討をすすめる

ことが，火山防災協議会などで提案されている（那

須岳火山防災協議会，2010）．さらに，噴火イベン

トツリーを作成することで，リアルタイム型のハ

ザードマップ作成の検討も可能となる．

6.2   噴火イベントツリー・シナリオの活用 
    – 那須岳地域での事例紹介 –
リスク評価において，那須岳での評価項目ハザー

ドの要素とそのランク値の検討において，噴火履歴

を反映した噴火イベントツリー・シナリオは加害要

因となる噴火事象（イベント現象）の発生頻度や規模

などの資料であり，必須の基礎資料となる．そこで，

那須岳の噴火履歴の記録とわが国の活火山の噴火履

歴を参考に，那須岳の噴火イベントツリーの作成を

検討した経過を紹介する（那須岳火山防災委員会，

2009；那須岳火山防災協議会，2010）．
那須岳の噴火活動の履歴から，火山防災委員会で

は小規模水蒸気噴火から大規模マグマ噴火までの規

模の異なる 4 つの噴火活動を対象にした（那須岳火

山防災委員会，2009；中村 2009）．そこで，火山防

災協議会では噴火イベントツリーは次の 4 つ噴火

規模を想定して作成した（那須岳火山防災協議会，

2010）．
1. 小規模な水蒸気噴火：規模 VEI 1，噴出量：

105 m3 程度，数十年に 1 回程度の発生頻度

2. 中規模な水蒸気噴火：規模 VEI 2，噴出量：105

～ 106 m3 程度，数百年に 1 回程度の発生頻度

3. やや大規模なマグマ噴火：規模 VEI 3，噴出量：

106 ～ 107 m3 程度，数千年に 1 回程度の発生頻度

4. 大規模なマグマ噴火：規模 VEI 4，噴出量：

108 m3 程度，数万年に 1 回程度の発生頻度 
那須岳の噴火履歴では噴火活動の実績が少ないこ

とから，噴火事象の発生確率の信頼性のある値の算

出は困難であった．そこで，発生頻度に対応させた

頻度レベルを 4 ランク区分して，時系列推移を頻度

ごとの 4 タイプの矢印で示した．また，想定される

事象分岐（ノード）には，分岐前に想定される前兆現

象あるいは観測情報を付記した（図 3）．この那須岳

火山の噴火イベントツリーは，ダイアグラム形式の

簡明な図で火山防災ハンドブックにも掲載した（那

須岳火山防災協議会，2010）．那須岳火山防災協議

会では噴火イベントツリーとは別に，噴火シナリオ

作成すべきとの意見がだされて検討した．那須岳火

山の噴火シナリオは，噴火活動は規模の小さい水蒸

気噴火と規模の比較的大きいマグマ噴火の代表的な

2 タイプの噴火活動を想定した．この噴火シナリオ

に基づいて，優先順位の高い防災対応，住民避難，

道路規制等などを策定した（図 4）．この噴火シナリ

オに基づいて噴火警戒レベルを検討して，那須岳火

山噴火警戒レベル公表した．

那須岳での噴火履歴を反映した噴火イベントツ

リー・シナリオでの加害要因としてイベント現象（噴

火事象）の発生頻度などの情報は，火山災害リスク
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図 3 那須岳火山のイベントツリー形式ダイアグラム

 規模の異なる噴火活動を統合して表示した（活動が水蒸気噴火からマグマ噴火に移行した実績を考慮）

Fig. 3 Eruption event-tree diagram of the Nasu volcano.
 Diagram is showing several eruptions of different sizes of magnitudes.
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評価での評価項目ハザードのランク値の適切な設定

と算出法の検討をすすめるために有効な基礎資料と

なった． 
6.3   火山災害リスクの評価結果を活かした防災体制

6.3.1   那須岳火山の噴火活動と災害の履歴

活火山地域で火山災害リスクの評価を実施して，

その結果を活かした防災体制を検討した事例とし

て，那須岳地域を紹介する．なお，那須岳における

噴火シナリオとリスク評価の検証による那須岳地

域の火山防災についての詳細については，中村ほか

（2021）を参照されたい．

那須火山群で最も新しい那須岳（茶臼岳）は約 1.6
万年前から活動を開始した（松田，1901；伴・高岡，

1995；山元・伴，1997；Ban and Yamamoto，2002 など）．

この後の噴火活動は，大規模な VEI 5 以上の噴火履

歴はなく，マグマ噴火（VEI 3 程度）が 8 回，水蒸気

噴火（VEI 1 ～ 2 程度）が約 10 回繰り返された．火山

災害として記録に残っているのは，1408–1410 年の

ブルカノ式噴火（VEI 3）に伴う活動で，初期が水蒸

気噴火，その後にマグマ水蒸気噴火，さらにマグマ

噴火と移行した．山頂ドーム成長によるドーム崩壊

型火砕流が発生し，融雪型火山泥流が山麓の水系へ

流れて，犠牲者 180 余名と牛馬多数の被害を出した

（松田，1901；山元・伴，1997；気象庁，2013 など）．

この後に複数回の水蒸気噴火があったが，犠牲者の

記録はない．

この那須岳の噴火履歴と公表された火山防災マッ

プ・ハンドブックから，火山災害リスク評価の対象

地域を栃木県の那須町および那須塩原市，および福

島県の白河市，西郷村，下郷町および天栄村とした．

那須岳地域には数多くの温泉宿泊施設や大規模レ

ジャー施設等があり，例えば山頂から約 1 km にロー

プウェイ山麓駅がある．これらのため，那須町住民

が約 2.7 万人であるが，年間約 500 万人の観光客が

訪れ，春や秋の観光シーズンは月 50 万人以上の非

定住民が滞在している．

6.3.2   那須岳地域での火山災害防災体制

那須岳地域の噴出物の想定分布域（那須岳火山防

災マップ改定版：那須岳火山防災協議会，2010）と
各種施設の分布状況を表示した（図 5）．さらに今回

のリスク評価結果から，火山活動における災害要因

となる噴火事象の発生が想定される地域とその影響

を受ける各種施設の分布状況も表示した．火山災害

リスク評価の結果から，火山防災マップを参照した

噴出物想定分布域示図に，噴火時における火山災害

のリスク状況を示すマップを GIS で作成した（図 6）．
これらの図などを参照することで，那須岳地域にお

ける想定される火山災害のリスクが明瞭となる．以

図 4 那須岳周辺地域の指定避難施設の分布状況

 地形，水系，交通網も示した．那須岳火山の位置図を右に示した（基図作成には国土地理院数値地図を使用）

Fig. 4 Locations of evacuation facilities in the Nasu volcanic area. 
 Map shows the topography, water system, and transportation network (map modified from the map of Geospatial 

Information Authority of Japan).  
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下にその概要を記す．

那須岳の噴火活動が小規模な水蒸気噴火による加

害要因は降下火砕物（噴石と降下火山灰）のため， そ
の影響範囲と対象施設分布状況から火山災害リスク

は低い．規模の大きい水蒸気噴火やマグマ水蒸気噴

火では降下火砕物の分布範囲が拡大するため，火口

から 10 km 域に分布している温泉宿泊施設・居住施

設，および避難施設でのリスクが高くなる．さらに，

マグマ噴火では，火砕流や泥流も加害要因に加わり，

火口から 20 km までの居住地域，公共施設，観光地

に影響が及ぶことになり，東南麓域広域でリスクは

高くなる．このように那須岳の火山災害リスクは，

地域の自然環境と社会環境とが密接に関連している

ことが読み取れる．

那須岳地域の今回のリスク評価結果をふまえた火

山災害への防災対応の課題を概略する．那須岳はわ

が国の 50 の常時観測火山（2019 年 3 月現在）の 1 つ

である．那須地域は首都圏近傍の集客力のある観光

地のため，多数の観光客や非定住民が滞在している．

この地域の住民居住地域，各種公共施設，観光客の

滞在施設はほぼ同一地域に密集し，そのため防災施

設や避難経路となる交通網もこの地域を中心とした

分布となっている．このため，火山災害が高リスク

のとなった地域では，突発的な噴火活動の開始や活

動の活発化に際して，即応性のある避難誘導などの

防災対応の早急な準備が求められる．那須岳の噴火

活動の特性と地域の自然・社会環境の現況をふまえ

て，今回実施した噴火イベントツリーや火山災害リ

スク評価の成果を充分活用することによって，中・

長期的な減災効果の高い防災体制の検討が可能とな

る．

図 5 那須岳周辺地域の噴出物想定分布域と公共施設・宿泊施設の分布（地形図作成には国土地理院の標高データを使用）

Fig. 5 Map showing the volcanic ejecta and tourist accommodations in the Nasu volcanic area.
 Assumed distributions of volcanic ejecta are referred to on the disaster prevention map of Nasu (map modified from the map 

of Geospatial Information Authority of Japan). 
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7. 火山災害リスク評価を活用した新たな火山防災

今回実施した火山災害リスク評価において重要な

ことは，①評価対象とする項目と要素の抽出，②ラ

ンクの設定，③評価算出方式を適切に選択すること

である．高リスクとなった評価項目やその要素，そ

の影響を受ける対象を確認することで，必要とされ

ている防災上の改善点の抽出が容易となり，優先さ

れるべき中・長期的な防災体制の検討も可能となる．

これらをふまえての新たな火山防災のあり方を展望

した．

米国の活火山のリスク評価 NVEWS （Ewert et al., 
2006）でのリスク評価手法と同一の手法で試行して

比較した．NVEWS の脅威指数上位 2 位は Kilauea 
と St. Helens 火山で，それぞれ 324 と 267 である（な

お，桜島火山は 272）．那須岳地域を NVEWS のリ

スク評価の算出方式で計算すると，脅威指数（Threat 

Score, NVEWS）は 130 となる．

わが国の活火山地域においては土地利用状況が米

国と比べ高いことを示している．これらのことは，

活火山周辺地域の自然環境や社会環境・インフラ整

備などに米国との差異があるためである．したがっ

て，火山災害のリスク評価では，各評価項目やその

構成要素抽出とそのランク値の設定およびリスク値

評価などの手法で，それぞれの国のもつ社会環境や

自然環境をよく反映したリスク評価手法を充分に検

討したうえで，火山災害のリスク評価法の採用がな

されるべきであることを示唆している．

わが国の歴史時代においては，火砕流と泥流によ

る犠牲者の多い噴火事例が数多くある．那須岳地域

でもこの火砕流と泥流による災害リスクが高い傾向

を示す．この原因は，観光施設や住宅地等が温泉湧

出地域を中心として密接に市街化したためと推定さ

図 6 那須岳周辺地域の火山災害リスク評価結果

 評価結果から高位から低位に A, B, C 地域に区分して図示．火山災害リスク評価の結果から GIS で作成．

 噴出物想定分布域は那須岳火山防災マップ（2010）から参照した．

Fig. 6 Volcanic risk map of the Nasu volcanic area.
 Areas of risk A, B, and C correspond to the risk values of probabilistic results based on the assessments of 

volcanic risk shown by GIS data-integration. Assumed distributions of volcanic ejecta are referred to on the 
disaster prevention map of Nasu volcano（2010）.
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れる．このような観光施設や住宅地等の分布は，わ

が国の多くの活火山地域で広く認められる．そのた

め，那須岳地域と同様に災害リスクは高い傾向にな

る．

わが国の火山地域の多くはほぼ共通した自然環境

や社会環境をもつ火山地域である．このためにも，

活火山地域で地域基礎情報のデジタル化の整備をす

すめて，GIS を活用した火山災害リスク評価手法を

開発し，評価結果を活用して減災効果の高い防災体

制構築が期待される．

2014 年御嶽山噴火などの災害を教訓として，活

動火山対策特別措置法が 2015 年に改正された．こ

の法改正で，火山防災協議会の充実や火山ハザード

マップ・防災マップを活用した活火山地域での地域

防災計画の再検討などが積極的に進められつつある

（山里，2008；気象庁，2013；中村ほか編，2013）．
わが国における効率的な火山防災体制を構築するに

は，噴火活動予測に対しては確率的評価の導入と

GIS を用いて定量的な火山災害リスク評価方法を取

り入れる必要がある．さらに，噴火イベントツリー・

シナリオを作成することによって，噴火推移で発生

する加害要因となる噴火事象のリスク状況を考慮

し，確率的予測に基づくリアルタイムハザードマッ

プ作成も可能となり，より減災効果のある防災対応

が活火山地域で実現される．本稿での那須岳地域で

実施したリスク評価などでの成果が，今後のわが国

の火山災害の減災に向けて新たな火山防災体制の進

展の一助となることを期待する．
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付録：火山災害のリスク評価に関する資料

1. リスク評価に関する語の定義

リスク評価に関わる用語説明を文献（本稿 3 章参

照）に基づき列記した．

イベントツリー（Event tree, ET）：起因となる発

生から望ましくない状況の発生までの事象を発生順

に統合化して，事象それぞれの確率値を算出して事

象確率による系統樹（確率ツリー構造）として表示す

る．同様な手法として，フォールト（故障，事故）に

よるフォールトツリー（FT）もある．

ヘディング（Heading）：発生事象あるいは要素の

集合ごとに整理してヘディングとし，事象発生の分

岐条件など事象シーケンスとして，発生や分岐の確

率を算出することで，ET や FT の定量的確率が得ら

れる．

イベントツリー解析（Event Tree Analysis, ETA）：

イベントツリーでの事象の発生確率値を算出して解

析する．同様なリスク解析手法として，フォールト

ツリー解析（Fault Tree Analysis, FTA）がある．

リスクシナリオ（Risk scenario）：脅威としての起

因事象から損失・被害の結果事象までを，典型的経

過の抽出，あるいは想定してシナリオとし，シナリ

オの発生確率などを解析・評価してリスク管理をす

る．

2. 火山災害のリスク評価に用いる基礎資料

那須岳地域でリスク評価を実施した際に収集した

データを以下に列記した．

2.1  地域基礎情報のデジタルデータ

地域基礎情報のデジタルデータをリスク評価の基

礎データとするため，那須岳地域では各種地域情報

を収集した．地域基盤地図などを基図として，社会

生活基盤，地域住民関係，宿泊施設・観光客，防災

関係のデータを地域自治体や公共機関から情報・資

料の提供を受けて収集し，デジタルデータとして

GIS により統合した．それぞれ具体的に収集した情

報・資料は下記の通り．資料を提供頂いた関係自治

体や機関の方々に， ここに記して感謝する．

2.2  地域基盤地図データ

国土地理院発行のデジタル地図データ，基盤地図

情報数値標高モデル（10 m，5 m メッシュデータ），

国土数値情報平成 20 年度作成版，国土数値情報緊

急輸送道路平成 27 年度 7 月版，国土数値情報平
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成 29 年 12 月版，数値地図 25,000 空間データ基盤

（1/25,000 地形図）は，ArcGIS データコレクション

スタンダードパック（全国基盤地図，全国街区住所，

全国人口統計の GIS データ集）これらを GIS（ESRI
ジャパン，Arc10.5.1）で統合した

2.3  社会生活基盤データ

社会生活基盤データは，国土交通省が保有する国

土数値情報の「公共施設」平成 18 年度作成版，およ

び福祉施設データについては平成 27 年度作成版を

使用して，国の関係機関・厚生機関，地方公共団体，

学校，消防署，警察署，郵便局，主要病院などから

収録した．また，民居住地区，各種公共施設などは，

自治体公表の印刷物や HP で公開している資料や自

治体から提要を受けて収集して，GIS により統合し

た．

2.4  地域住民関係データ

人口総数データは，独立行政法人統計センター

HP で公開されている「国勢調査（2014/3/28）」などの

データを用いた．また，各自治体 HP 公表の各種の

関係情報を収集し，対象地域の人口総数や世帯総数

などを項目ごとに整理して GIS により統合した．

2.5  観光関係（宿泊施設・観光客など）データ

活火山周辺地域には温泉関係の宿泊施設や観光産

業施設が多数分布していることが多い．各地域の提

供の各種施設の資料に加えて，最新データは旅行観

光関係商業誌なども参照した．地域を訪れている

観光客数は関係自治体からの宿泊施設データなど

から，登山者数は環境省設置の登山道入口のカウン

ター資料の提供を受けた．那須岳では那須ロープ

ウェイ利用客数は関係機関から提供を受けて，最近

5 カ年間のデータから集計した．

2.6  防災関係データ

地域の防災関係の各種情報データには，関係自治

体や国県が公表している地域防災計画，那須町（平

成 29 年度版），那須塩原市（平成 29 年度版），下郷

町・西郷村（平成 27 年 1 月版）などを参照した．また，

噴火時の防災拠点や避難施設の情報は，那須岳火山

防災マップ・防災ハンドブック，自治体公表の資料

やHPを用いた．これらの情報をGISにより統合した．

3. 火山災害リスクの評価法

3.1  火山災害のリスク評価の算出法

災害リスクの評価で，これまで提案されているリ

スクの評価算出法は下記が挙げられる．リスクをど

のような項目で評価するのか．また，それぞれの評

価項目はどのような構成要素とし，それぞれを数値

化して評価を算出するかがポイントとなる．なお，

本稿の火山災害リスクの評価では式②を採用した．

① リスク（Risk） = ハザード（Hazard）× 脆弱性

（Vulnerability）
② リスク（Risk） = ハザード（Hazard）× 脆弱性

（Vulnerability） × 価値（Value）
③ リ ス ク（Risk） = ハ ザ ー ド 確 率（Hazard 

Probability）× 結果（Consequence）
④ リスク（脅威度， Threat Score） = ハザード要因

（Hazard Factor）× 暴露要因（Exposure Factor）
3.2  火山災害のリスク評価項目

本稿での火山災害のリスク評価での評価項目は，

ハザード，脆弱性，価値とした．

ハザード（加害要因）：発生している火山現象

で，対象火山活動の再起性あるいは発生間隔

（Recurrence / Interval），発生確率（Probability），
規模（Magnitude），空間的規模（Spatial Extent）
などの観点が重要となる．活火山の災害噴火履

歴を参照することで，ハザードの評価項目の構

成要素を抽出する．

脆弱性：周辺地域の自然環境的特質，周辺地域

の社会環境，防災体制などについての暴露

性（Exposure）， 感 受 性（Sensitivity）， 回 復 性

（Resilience）という観点から地域性を考慮して，

脆弱性の評価項目の構成要素を抽出する．

価値（結果として失われる価値）：地域の自然環境

や社会環境，および社会インフラから人や財産

が損失を受ける可能性の価値について，価値の

評価項目の構成要素を抽出する．

3.3  リスク評価で採用した評価項目とその構成要素

那須岳周辺地域でのリスク評価では，以下の式に

よって（上記の式②），得られた値をリスク値とした．

　リスク値  = ハザード × 脆弱性 × 価値

それぞれの評価項目（ハザード，脆弱性，価値）の

構成要素は，デジタル地域基礎情報のデータから以

下のようなランクを設定して算出した．なお，那須

岳の火山防災協議会では 2 つ噴火タイプ（水蒸気噴

火とマグマ噴火）を想定している．そこで，リスク

値は火口から 10 km，20 km，30 km，40 km の範囲

ごとに算出した．算出にあたっては，デジタルデー
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タから GIS で処理して，算出した．その際に，那須

岳周辺地域での自然環境・社会環境の各要素の分布

状況（地形，水系，交通路，各種施設など）を GIS で

重ねた統合マップ作成は，集計や結果の適切性など

確認などの際に有効に活用できた．また，リスク評

価の結果を統合したマップは火山防災マップと重ね

合わせたことで，那須岳地域のリスク概要が明瞭と

図示され，火山災害リスクマップの試作版（プロト

タイプ）となり，この地域の中・長期の火山防災体

制構築のための有効な情報となった．

（1） ハザード項目における各要素とそのランク値

ハザードの要素抽出とそのランク設定において

は，噴火イベントツリー・シナリオで示された那須

岳の噴火事象の発生頻度や規模などのデータを参照

した．那須岳の 2 つ噴火タイプ（水蒸気噴火とマグ

マ噴火）を参照した．ハザード項目は，降下噴出物（火

山弾，降下火山灰），溶岩流，火砕流，火山泥流と

した．水蒸気噴火（VEI 1 ～ 2）において，噴石など

は火口から数 km 以内，降下火山灰は 10 km 程度に

薄く堆積するとした．マグマ噴火（VEI 3 ～ 4）にお

いて，溶岩流は 5 km 以内，火砕流は 10 km 程度ま

で，その後の泥流が河川沿い 20 km 程度に達すると

した．

ハザード項目の要素のランク化は次の通りであ

る．ランク値は高位から低位に 3 ～ 1 と設定して，

火砕流と泥流のランク値は 3，溶岩流と多量の火山

灰（マグマ噴火）のランク値は 2，火山岩塊と少量の

火山灰（水蒸気噴火）のランク値は 1 とした．また，

噴火事象による火口からの距離区分として，10 km，

20 km，30 km，40 km 以内の地域にランク値 4 ～ 1
を設定した．

（2） 脆弱性項目における各要素とそのランク値

脆弱性項目は，自然環境，社会環境，防災体制と

した．自然環境要素の要素は地形や気象である．社

会環境の要素は，人口，公的施設，住宅地域，観光

宿泊施設や交通路などである．防災体制の要素は防

災拠点・避難施設や防災体制とした．

脆弱性のランク値は，噴火に際して防災施設の重

要度と施設の加害要因への防災対応の程度からラン

ク値 3 ～ 1 を設定した．なお一部の施設（農業関係

施設など）は情報が充分に収集できなかったものは

ランク 1 の設定で評価したが，施設情報が集取でき

なかったものの評価は集計できなかった．

（3） 価値項目における各要素とそのランク値

価値の項目については，対象地域の損失予測につ

いて評価するが，損出価値の算出には地域基礎情報

の精度良い資料が必要とされる．地域情報として，

市町村施設，避難所，医療施設，教育機関，大規模

観光施設を 3，消防施設，警察施設，小規模観光施

設を 2，その他の施設を 1 として，要素のランク設

定をした（なお， 住宅地域と非住宅地域は大別して

分布面積割合で算出したが精度が十分でないものは

部分補正した）．
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要　旨

火山活動にはかなり広い規模と活動期間などをもつ多様な火山現象がある．わが国の歴史噴火記録を

参照し，加害要因となる火山災害のもつ確率的なデータを算出して，火山災害の確率的特性を整理した．

また，わが国における活火山の事例として那須岳地域とりあげて，火山災害のハザード，脆弱性，損

失価値を評価項目として，GIS を活用して火山災害のリスク評価を実施した．これらの結果から，火山

災害の GIS を活要したリスク評価は，火山防災体制構築のために重要な情報を提供する．したがって，

わが国における火山災害への堅牢な火山防災体制構築をすすめるためには，減災効果の高いダイナミッ

クで確率的な防災対応が期待される．

キーワード： 火山防災，火山災害リスク評価，噴火イベントツリー，日本の火山


